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本資料は、鈴鹿市総合計画２０２３（以下、「総合計画２０２３」という。）の

計画期間の終了に伴い、計画期間の８年間の実績値を分析・検証し、総括として

まとめたものである。 

 

１ 鈴鹿市総合計画２０２３について  

2016（平成 28）年４月にスタートした総合計画２０２３は、 

2024（令和６）年３月末までの８年間の計画である。 

 総合計画２０２３は、「基本構想」、「基本計画（行政経営計画）」及び 

「実行計画」の３層構造で構成している。 

基本構想に掲げた将来都市像は、 

「みんなで創り 育み 成長し みんなに愛され選ばれるまち すずか」とし、

市民力と行政力の向上によって、その実現を目指すこととしている。 

また、基本構想に基づく、基本計画（行政経営計画）は、 

前期基本計画【2016（平成 28）年度～2019（令和元）年度】 

後期基本計画【2020（令和２）年度～2023（令和５）年度】の２期とし、 

この間に施策や単位施策、事務事業の見直しを行いながら、 

基本構想に掲げた将来都市像の 

実現に向けた様々な取組を進めてきた。 

なお、基本構想の計画期間を８年間、 

基本計画期間を各４年間とすることで、 

首長等の任期との整合性を図り、 

政策的な実効性を高めることも目指した。 
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２ 基本構想の検証  

（１）将来都市像と個々の政策分野の達成度を測る成果指標の設定 

 総合計画２０２３では、将来都市像の達成度を総括的に測る全体指標として、

「鈴鹿市に住み続けたいと思う市民の割合」を設定し、更に、基本構想における

個々の政策分野の達成度を図る個別指標として、具体的な取組目標となる「めざ

すべき都市の状態」（都市ビジョン）を設定し、進行管理を行うこととした。 

 

（２）指標の測定方法  

基本構想に設定した全体指標と個別指標は、市民アンケート及び統計資料等

によって毎年実績値の測定を行った。 

※市民アンケートの実施経過について 

 

※2015（平成 27）年度については、新たな総合計画（総合計画２０２３）の策定に当たり、現状値の把

握及び計画期間満了時点の目標値の設定が必要なことから、アンケート調査を実施し、次年度以降に

ついては、取組の進捗を図るため、アンケート調査を実施した。 

１　対象者及び抽出方法 2015（平成27）年度～2023（令和5）年度

２　調査方法 2015（平成27）年度～2023（令和5）年度

2015（平成27）年度

2016（平成28）年度

2017（平成29）年度

2018（平成30）年度

2019（令和元）年度

2020（令和2）年度

2021（令和3）年度

2022（令和4）年度

2023（令和5）年度

2015（平成27）年度

2016（平成28）年度

2017（平成29）年度

2018（平成30）年度

2019（令和元）年度

2020（令和2）年度

2021（令和3）年度

2022（令和4）年度

2023（令和5）年度

（１）有効回答数（率）1,824人（45.6%）

（２）無効調査数（率）2,176人（54.4%）

（１）有効回答数（率）1,764人（44.1%）

（２）無効調査数（率）2,236人（55.9%）

４　回収結果

市民　4,000名　18歳以上の市民の中から，多段階無作為抽出

（行政区，性別，年齢構成比を基に抽出）

郵送調査

（１）有効回答数（率）1,867人（46.7%）

（２）無効調査数（率）2,133人（53.3%）

回答期間　4月27日（月）～5月18日（月）

（１）有効回答数（率）2,335人（58.4%）

（２）無効調査数（率）1,665人（41.6%）

（１）有効回答数（率）1,917人（47.9%）

（２）無効調査数（率）2,083人（52.1%）

（１）有効回答数（率）1,855人（46.4%）

（２）無効調査数（率）2,145人（53.6%）

（１）有効回答数（率）1,853人（46.3%）

（２）無効調査数（率）2,147人（53.7%）

（１）有効回答数（率）1,877人（46.9%）

（２）無効調査数（率）2,123人（53.1%）

（１）有効回答数（率）1,830人（45.8%）

（２）無効調査数（率）2,170人（54.2%）

３　実施スケジュール

各年度10月実施
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（３）全体指標の実績値測定結果（市民アンケートの実施結果）について 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 市民アンケートで｢ずっと住み続けたい｣及び｢できるだけ住み続けたい｣と回答した割合を「鈴鹿

市に住み続けたいと思う市民の割合」としている。 

※2 現状値及び目標値は、総合計画２０２３の策定に当たり 2015（平成 27）年度に測定した※１の現

状値及び計画期間満了時点の目標値となる。 

 

2023（令和５）年度の測定値（以下「最終実績値」という。）は、86.5％と

なり、目標値の 90％を 3.5ポイント下回る結果となった。 

また、総合計画２０２３の策定時となる 2015（平成 27）年度の測定値（以

下「現状値」という。）87.5％に対しては、1.0ポイントの減少となった。 

８年間の平均は、最終実績値と同じ 86.5％となり、若干の増減はあるものの

各年度の実績値にも大きな増減はなく、ほぼ横ばいの結果となった。 

 

 

 

 

現状値 目標値

2015

(平成27)

年度

2016

(平成28)

年度

2017

(平成29)

年度

2018

(平成30)

年度

2019

(令和元)

年度

2020

(令和2)

年度

2021

(令和3)

年度

2022

(令和4)

年度

2023

(令和5)

年度

2023

(令和5)

年度

87.5 84.9 85.8 88.0 87.3 87.9 87.6 84.2 86.5 90

鈴鹿市に

住み続けたい

と思う市民の

割合(％)

実績値

(84.2) 

(84.2) (86.5) 
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問：鈴鹿市にこれからも住み続けたいと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

2015

(平成27)年度
888 38.0 1,155 49.5 107 4.6 126 5.4 12 0.5 47 2.0 2,335 100.0

2016

(平成28)年度
717 38.4 868 46.5 67 3.6 103 5.5 18 1.0 94 5.0 1,867 100.0

2017

(平成29)年度
709 38.3 881 47.5 70 3.8 92 5.0 12 0.6 89 4.8 1,853 100.0

2018

(平成30)年度
732 39.0 919 49.0 82 4.4 99 5.3 14 0.7 31 1.7 1,877 100.0

2019

(令和元)年度
658 36.0 938 51.3 89 4.9 106 5.8 8 0.4 31 1.7 1,830 100.0

2020

(令和2)年度
686 35.8 999 52.1 72 3.8 108 5.6 13 0.7 39 2.0 1,917 100.0

2021

(令和3)年度
679 36.6 946 51.0 85 4.6 102 5.5 20 1.1 23 1.2 1,855 100.0

2022

(令和4)年度
673 36.9 863 47.3 98 5.4 87 4.8 11 0.6 92 5.0 1,824 100.0

2023

(令和5)年度
646 36.6 880 49.9 87 4.9 99 5.6 19 1.1 33 1.9 1,764 100.0

すぐにでも

市外に転居したい
無回答 計ずっと住み続けたい

できるだけ

住み続けたい

できれば

市内の他の場所に

転居したい

できれば

市外に転居したい

 
84.2％ 86.5％  
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 各年度の実績値は、目標値の 90％には到達しておらず、特に、８年間の平均

である 86.5％を下回っているのが、2016（平成 28）年度、2017（平成 29）年

度、2022（令和４）年度である。 

これらの年度では、無回答の割合が約 5.0％と他の年度より大きくなってお

り、その分、他の年度よりも、「鈴鹿市に住み続けたいと思う市民の割合」が

減少した結果となっている。 

なお、無回答を除いて算出した場合、現状値は 89.3％となり、その後の８年

間の「鈴鹿市に住み続けたいと思う市民の割合」についても、88.2～90.1％で

推移しており、概ね目標値の 90％に近い水準になっている。 

 

また、その内訳として、【ずっと住み続けたい】と回答した割合は、2019

（令和元）年度を境に、現状値の 38.0％より 1.1～2.2ポイント減少し、最終

実績値も 36.6％になり現状値より 1.4ポイント減少している。８年間の平均で

も 37.2％になり現状値より 0.8ポイント減少した。 

一方、【できるだけ住み続けたい】と回答した割合は、2019（令和元）年度

を境に、2022（令和４）年度を除き、現状値の 49.5％より 0.4～2.6ポイント

増加し、最終的な実績値も 49.9％で現状値より 0.4ポイント増加している。８

年間の平均は 49.3％になり現状値とほぼ同じ割合になっている。 

 

このほかの回答項目の構成比に関して、最終実績値と現状値を比較すると、

【できれば市内の他の場所に転居したい】と回答した割合は、0.3ポイントの

増加、【できれば市外に転居したい】と回答した割合は 0.2ポイントの増加、

【すぐにでも市外に転居したい】と回答した割合は 0.6ポイントの増加となっ

た。各項目の８年間の平均も現状値とほぼ同じ割合となっている。 

 

このように各年度において、現状値に対し、最終実績値又は８年間の平均を

比較すると、構成比率に関しては特徴的な大きな増減が見られない結果となっ

た。 
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このほか、「性別」、「年代別」、「地域別」の各視点で分析を行ってお

り、以下に分析結果を掲載した。 

ア 性別分析 

 

 

 
 

 

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

2015

(平成27)年度
410 39.5 496 47.8 50 4.8 60 5.8 5 0.5 16 1.5 1,037 100.0

2016

(平成28)年度
333 39.1 400 47.0 34 4.0 43 5.1 9 1.1 32 3.8 851 100.0

2017

(平成29)年度
319 38.4 395 47.6 32 3.9 33 4.0 4 0.5 47 5.7 830 100.0

2018

(平成30)年度
343 39.5 419 48.2 42 4.8 47 5.4 6 0.7 12 1.4 869 100.0

2019

(令和元)年度
303 37.4 409 50.5 40 4.9 45 5.6 4 0.5 9 1.1 810 100.0

2020

(令和2)年度
323 38.0 439 51.6 25 2.9 46 5.4 6 0.7 11 1.3 850 100.0

2021

(令和3)年度
325 37.9 426 49.7 40 4.7 47 5.5 10 1.2 10 1.2 858 100.0

2022

(令和4)年度
323 37.5 407 47.2 43 5.0 38 4.4 6 0.7 45 5.2 862 100.0

2023

(令和5)年度
314 39.1 380 47.3 44 5.5 43 5.3 8 1.0 15 1.9 804 100.0

2015

(平成27)年度
477 36.9 657 50.8 57 4.4 66 5.1 7 0.5 30 2.3 1,294 100.0

2016

(平成28)年度
382 37.7 467 46.1 33 3.3 60 5.9 9 0.9 61 6.0 1,012 100.0

2017

(平成29)年度
389 38.1 485 47.5 37 3.6 59 5.8 8 0.8 42 4.1 1,020 100.0

2018

(平成30)年度
384 38.7 494 49.7 40 4.0 52 5.2 8 0.8 15 1.5 993 100.0

2019

(令和元)年度
349 34.8 519 51.8 49 4.9 59 5.9 4 0.4 22 2.2 1,002 100.0

2020

(令和2)年度
354 33.7 552 52.6 47 4.5 62 5.9 7 0.7 27 2.6 1,049 100.0

2021

(令和3)年度
350 35.4 518 52.3 45 4.5 55 5.6 10 1.0 12 1.2 990 100.0

2022

(令和4)年度
348 36.6 452 47.5 54 5.7 47 4.9 5 0.5 45 4.7 951 100.0

2023

(令和5)年度
331 34.9 492 51.8 43 4.5 55 5.8 10 1.1 18 1.9 949 100.0

2021

(令和3)年度
0 0 0 0 0 0 0

2022

(令和4)年度
0 0.0 1 50.0 1 50.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 100.0

2023

(令和5)年度
0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 100.0

2021

(令和3)年度
0 0.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 100.0

2022

(令和4)年度
1 16.7 3 50.0 0 0.0 2 33.3 0 0.0 0 0.0 6 100.0

2023

(令和5)年度
1 10.0 7 70.0 0 0.0 1 10.0 1 10.0 0 0.0 10 100.0

2015

(平成27)年度
1 25.0 2 50.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 25.0 4 100.0

2016

(平成28)年度
2 50.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 25.0 4 100.0

2017

(平成29)年度
1 33.3 1 33.3 1 33.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 3 100.0

2018

(平成30)年度
5 33.3 6 40.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 4 26.7 15 100.0

2019

(令和元)年度
6 33.3 10 55.6 0 0.0 2 11.1 0 0.0 0 0.0 18 100.0

2020

(令和2)年度
9 50.0 8 44.4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 5.6 18 100.0

2021

(令和3)年度
4 66.7 1 16.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 16.7 6 100.0

2022

(令和4)年度
1 33.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 66.7 3 100.0

2023

(令和5)年度
0 0 0 0 0 0 0

無回答

ずっと住み続けたい 計できるだけ住み続けたい
できれば市内の

他の場所に転居したい

できれば市外に

転居したい

すぐにでも市外に

転居したい
無回答

男

女

その他

回答しない
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≪性別分析から分かること≫ 

 「鈴鹿市に住み続けたいと思う市民の割合」は、現状値と最終実績値を比

較すると、男性は 87.3％から 86.4％になり、0.9ポイント減少し、女性は

87.7％から 86.7％になり、1.0ポイント減少した。男女ともに目標値の

90％には到達せず、減少する結果となった。現状値と最終実績値は、いず

れも女性の方が高くなっているが、年度ごとでは男性の方が高い年度もあ

り、一定の傾向は見受けられなかった。 

 【ずっと住み続けたい】と回答した割合について、男性は 39.5％から

39.1％になり 0.4ポイント減少し、８年間現状値以下に留まる結果となっ

た。女性は 36.9％から 34.9％になり 2.0ポイント減少し、2019（令和元）

年度以降は現状値以下になった。年度ごとに比較すると常に男性の方が高

い結果となった。 

 【できるだけ住み続けたい】と回答した割合について、男性は 47.8％から

47.3％になり 0.5ポイント減少し、女性は 50.8％から 51.8％になり、1.0

ポイント増加した。年度ごとに比較するとほとんどの年度で女性の方が高

い結果となった。 
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 そのほかの回答項目について、【できれば市内の他の場所に転居したい】と

回答した割合は、男性が 0.7ポイントの増加、女性は 0.1ポイントの増

加、【できれば市外に転居したい】と回答した割合は、男性が 0.5ポイント

の減少、女性は 0.7ポイントの増加、【すぐにでも市外に転居したい】と回

答した割合は、男性が 0.5ポイントの増加、女性は 0.6ポイントの増加と

なり、大きな増減は見られない結果となった。 

 傾向として、男性は【ずっと住み続けたい】と回答した割合が女性よりも

高く、女性は【できれだけ住み続けたい】と回答した割合が男性よりも高

い傾向は見受けられるが、「鈴鹿市に住み続けたいと思う市民の割合」につ

いて、男女間の差はほとんどない結果となった。 
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イ 年代別分析 
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≪年代別分析から分かること≫ 

 18・19歳・20代について、【ずっと住み続けたい】と回答した割合は、2022

（令和４）年度以降増加傾向にあるが、【できるだけ住み続けたい】と回答

した割合が、減少傾向にある。結果として、「鈴鹿市に住み続けたいと思う

市民の割合」は、現状値と最終実績値を比較すると 80.5％から 75.2％にな

り 5.3ポイント減少し、2020（令和２）年度以降は減少が続く結果となった。

一方で、【できれば市外に転居したい】、【すぐにでも市外に転居したい】と

回答した割合は、11.9％から 16.8％になり 4.9ポイント増加し、2019（令和

元）年度以降、増加が続く結果となった。また、【できれば市内の他の場所

に転居したい】と回答した割合は、4.3％から 6.4％になり 2.1 ポイント増

加した。 

18・19 歳・20 代では、住み続けたいと回答した割合が減少し、市外に転居

したいと回答した割合が増加する傾向にある。 

 30代～40代について、「鈴鹿市に住み続けたいと思う市民の割合」は、86.9％

から 83.6％になり 3.3ポイント減少した。2019（令和元）年度、2020（令和

２）年度は、ともに 88.1％と目標値に近い割合になっていたが、2022（令和

４）年度以降は 83％台まで落ち込む結果となった。一方で、【できれば市外

に転居したい】、【すぐにでも市外に転居したい】と回答した割合は、7.5％

から 9.1％になり 1.6ポイント増加し、2020（令和２）年度以降は現状値よ

り高い割合が続いている。 

30 代～40 代でも、住み続けたいと回答した割合が減少し、市外に転居した

いと回答した割合がやや増加する傾向にある。 

 50代～60代について、「鈴鹿市に住み続けたいと思う市民の割合」は、89.1％
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から 86.1％になり 3.0ポイント減少した。2020（令和２）年度は、89.8％と

目標値に近い割合になっていたが、2021（令和３）年度以降は 86％前後で推

移する結果となった。一方で、【できれば市外に転居したい】、【すぐにでも

市外に転居したい】と回答した割合は、5.1％から 7.1％になり 2.0 ポイン

ト増加した。 

50 代～60 代でも住み続けたいと回答した割合が減少し、市外に転居したい

と回答した割合がやや増加する傾向にある。 

 70代以上について、「鈴鹿市に住み続けたいと思う市民の割合」は、88.7％

から 91.0％になり 2.3 ポイント増加し、唯一目標値を達成する結果となっ

た。【できれば市外に転居したい】、【すぐにでも市外に転居したい】と回答

した割合は、2.9％から 2.8％になり 0.1ポイント減少した。 

70 代以上では住み続けたいと回答した割合が増加し、市外に転居したいと

回答した割合はほぼ横ばいの傾向にある。 

 全体の傾向としては、年代が上がるにつれ、「鈴鹿市に住み続けたいと思う

市民の割合」が高くなっている。一方で【できれば市外に転居したい】、【す

ぐにでも市外に転居したい】と回答した割合は、年代が下がるにつれ、割合

が高くなった。 

18・19 歳・20 代を中心に若い年代は、理想の進学先や就職先、生活の利便

性を求めて市外への転居を希望していると考えられ、年代が上がるにつれ住

み慣れたところでの生活を希望していると考えられる。 
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ウ 地域別分析 

 

 

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

人数

（人）

構成比

（％）

2015

(平成27)年度
164 43.9 163 43.6 16 4.3 21 5.6 1 0.3 9 2.4 374 100.0

2016

(平成28)年度
126 43.9 115 40.1 11 3.8 17 5.9 3 1.0 15 5.2 287 100.0

2017

(平成29)年度
128 41.6 123 39.9 20 6.5 16 5.2 4 1.3 17 5.5 308 100.0

2018

(平成30)年度
133 45.4 124 42.3 11 3.8 19 6.5 3 1.0 3 1.0 293 100.0

2019

(令和元)年度
111 39.4 138 48.9 15 5.3 11 3.9 0 0.0 7 2.5 282 100.0

2020

(令和2)年度
111 36.0 147 47.7 14 4.5 27 8.8 3 1.0 6 1.9 308 100.0

2021

(令和3)年度
123 44.7 124 45.1 9 3.3 10 3.6 4 1.5 5 1.8 275 100.0

2022

(令和4)年度
119 38.8 142 46.3 19 6.2 15 4.9 1 0.3 11 3.6 307 100.0

2023

(令和5)年度
110 41.8 120 45.6 18 6.8 10 3.8 2 0.8 3 1.1 263 100.0

2015

(平成27)年度
278 39.5 357 50.7 18 2.6 35 5.0 2 0.3 14 2.0 704 100.0

2016

(平成28)年度
230 38.2 288 47.8 12 2.0 33 5.5 5 0.8 34 5.6 602 100.0

2017

(平成29)年度
233 39.3 284 47.9 15 2.5 28 4.7 3 0.5 30 5.1 593 100.0

2018

(平成30)年度
239 39.6 302 50.1 15 2.5 38 6.3 3 0.5 6 1.0 603 100.0

2019

(令和元)年度
223 38.4 294 50.7 18 3.1 33 5.7 1 0.2 11 1.9 580 100.0

2020

(令和2)年度
215 37.1 318 54.8 9 1.6 22 3.8 5 0.9 11 1.9 580 100.0

2021

(令和3)年度
218 34.5 344 54.5 27 4.3 33 5.2 5 0.8 4 0.6 631 100.0

2022

(令和4)年度
200 34.8 286 49.8 27 4.7 29 5.1 2 0.3 30 5.2 574 100.0

2023

(令和5)年度
218 38.8 272 48.4 22 3.9 35 6.2 7 1.2 8 1.4 562 100.0

2015

(平成27)年度
163 35.7 238 52.2 22 4.8 23 5.0 4 0.9 6 1.3 456 100.0

2016

(平成28)年度
140 37.7 177 47.7 20 5.4 16 4.3 5 1.3 13 3.5 371 100.0

2017

(平成29)年度
124 35.8 174 50.3 10 2.9 18 5.2 1 0.3 19 5.5 346 100.0

2018

(平成30)年度
150 40.5 170 45.9 25 6.8 13 3.5 3 0.8 9 2.4 370 100.0

2019

(令和元)年度
116 31.4 203 55.0 18 4.9 26 7.0 1 0.3 5 1.4 369 100.0

2020

(令和2)年度
134 35.7 198 52.8 17 4.5 16 4.3 4 1.1 6 1.6 375 100.0

2021

(令和3)年度
120 35.3 176 51.8 17 5.0 20 5.9 3 0.9 4 1.2 340 100.0

2022

(令和4)年度
148 42.4 148 42.4 16 4.6 15 4.3 1 0.3 21 6.0 349 100.0

2023

(令和5)年度
138 39.7 159 45.7 20 5.7 19 5.5 4 1.1 8 2.3 348 100.0

2015

(平成27)年度
263 38.0 335 48.4 42 6.1 35 5.1 3 0.4 14 2.0 692 100.0

2016

(平成28)年度
211 39.3 247 46.0 18 3.4 31 5.8 3 0.6 27 5.0 537 100.0

2017

(平成29)年度
208 39.0 256 48.0 21 3.9 25 4.7 1 0.2 22 4.1 533 100.0

2018

(平成30)年度
199 36.9 283 52.4 24 4.4 21 3.9 5 0.9 8 1.5 540 100.0

2019

(令和元)年度
191 37.0 252 48.8 32 6.2 28 5.4 6 1.2 7 1.4 516 100.0

2020

(令和2)年度
205 36.5 289 51.5 28 5.0 27 4.8 0 0.0 12 2.1 561 100.0

2021

(令和3)年度
201 37.7 257 48.2 29 5.4 35 6.6 5 0.9 6 1.1 533 100.0

2022

(令和4)年度
177 36.0 233 47.4 30 6.1 26 5.3 3 0.6 23 4.7 492 100.0

2023

(令和5)年度
169 33.1 274 53.6 25 4.9 26 5.1 5 1.0 12 2.3 511 100.0

2015

(平成27)年度
20 18.3 62 56.9 9 8.3 12 11.0 2 1.8 4 3.7 109 100.0

2016

(平成28)年度
10 14.3 41 58.6 6 8.6 6 8.6 2 2.9 5 7.1 70 100.0

2017

(平成29)年度
16 21.9 44 60.3 4 5.5 5 6.8 3 4.1 1 1.4 73 100.0

2018

(平成30)年度
11 15.5 40 56.3 7 9.9 8 11.3 0 0.0 5 7.0 71 100.0

2019

(令和元)年度
17 20.5 51 61.4 6 7.2 8 9.6 0 0.0 1 1.2 83 100.0

2020

(令和2)年度
21 22.6 47 50.5 4 4.3 16 17.2 1 1.1 4 4.3 93 100.0

2021

(令和3)年度
17 22.4 45 59.2 3 3.9 4 5.3 3 3.9 4 5.3 76 100.0

2022

(令和4)年度
29 28.4 54 52.9 6 5.9 2 2.0 4 3.9 7 6.9 102 100.0

2023

(令和5)年度
11 13.8 55 68.8 2 2.5 9 11.3 1 1.3 2 2.5 80 100.0

南部

東部

無回答

無回答 計ずっと住み続けたい できるだけ住み続けたい
できれば市内の

他の場所に転居したい

できれば市外に

転居したい

すぐにでも市外に

転居したい

西部

中央
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地域区分 

西部地域（庄野、加佐登、石薬師、井田川、久間田、椿、深伊沢、鈴峰、庄内） 

中央地域（牧田、飯野、河曲、玉垣、神戸） 

南部地域（国府、稲生、栄、天名、合川） 

東部地域（白子、一ノ宮、箕田、若松） 
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≪地域別分析から分かること≫ 

 「鈴鹿市に住み続けたいと思う市民の割合」は、最終実績値が目標値の 90％

を超えた地域はなく、西部地域は 87.4％、中央地域は 87.2％、南部地域は

85.4％、東部地域は 86.7％となり、若干の地域差は生じているが、定住意向

に明確な差は見受けられない。 

 西部地域は、【できるだけ住み続けたい】と回答した割合が増加し、【ずっと

住み続けたい】と回答した割合は減少した。また、「鈴鹿市に住み続けたい

と思う市民の割合」は、87.5％から 87.4％になり、ほぼ同じ割合となったが、

他の地域よりも高い割合を維持している。一方で、【できれば市内の他の場

所へ転居したい】と回答した割合が、4.3％から 6.8％になり 2.5 ポイント

増加しており、他の地域と比較して最も高い結果となった。なお、【できれ

ば市外に転居したい】、【すぐにでも市外に転居したい】と回答した割合は、

5.9％から 4.6％になり 1.3ポイント減少した。 

 中央地域は、【できるだけ住み続けたい】、【ずっと住み続けたい】と回答し

た割合は、ともに減少した。その結果、「鈴鹿市に住み続けたいと思う市民

の割合」は、比較的高い水準にはあるが、90.2％から 87.2％になり 3.0ポイ

ント減少した。また、【できれば市外に転居したい】、【すぐにでも市外に転

居したい】と回答した割合も、5.3％から 7.4％になり 2.1 ポイント増加し

た。一方で、【できれば市内の他の場所へ転居したい】と回答した割合も、

2.6％から 3.9％になり 1.3 ポイント増加したが、他地域と比較すると低い

水準にある。 

 東部地域は、西部地域と同様に、【できるだけ住み続けたい】と回答した割

合が増加し、【ずっと住み続けたい】と回答した割合が減少した。ただし、

「鈴鹿市に住み続けたいと思う市民の割合」は、86.4％から 86.7％になり

0.3ポイントの微増ではあるが、唯一、現状値よりも最終実績値が増加した。

また、【できれば市外に転居したい】、【すぐにでも市外に転居したい】と回

答した割合は 5.5％から 6.1％になり 0.6ポイント増加し、【できれば市内の

他の場所へ転居したい】と回答した割合は 6.1％から 4.9％になり 1.2 ポイ

ント減少した。 

 南部地域は、西部地域及び東部地域とは逆に【できるだけ住み続けたい】と

回答した割合が減少し、【ずっと住み続けたい】と回答した割合が増加した。

しかし、「鈴鹿市に住み続けたいと思う市民の割合」は、87.9％から 85.4％

になり、2.5ポイント減少する結果となった。また、【できれば市外に転居し

たい】、【すぐにでも市外に転居したい】、【できれば市内の他の場所へ転居し

たい】と回答した割合は、いずれもわずかながら増加した。 
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（４）個別指標の実績値測定結果について 

 総合計画２０２３では、将来都市像や将来都市像を支えるまちづくりの柱等

の実現に向けて、基本構想の期間内に達成をめざす目標として、「めざすべき都

市の状態」（都市ビジョン）を定めている。 

 「めざすべき都市の状態」は、まちづくりの基本的な方向性を示す「将来都市

像を支えるまちづくりの柱」と「自治体経営の柱」の趣旨や市民の生活実感を踏

まえて設定したもので、基本構想の達成度を測り、進行管理をしていくための具

体的な取組目標となる。 

 

 また、「めざすべき都市の状態」の個々の達成度を測る個別指標を設定し総合

計画２０２３の策定時に設定した、2015（平成 27）年度の現状値、最終年度と

なる 2023（令和５）年度の目標値及び各年度の実績値、担当部局による総括に

ついては、別表のとおりとなる。 
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（５）個別指標の分析 

個別指標の測定結果をみると、38の測定項目のうち、最終実績値が、2023（令

和５）年度の目標値を達成した項目は７項目、目標値には到達していないものの、

2015（平成 27）年度現状値を上回った項目が 18項目、現状値を下回った項目が

13項目となった。 

38の測定項目のうち、25項目は現状値から増加しており、社会経済情勢の影

響を受けながらも、８年間の取組により、一定の成果は得られたと考えている。 

別表の担当部局による総括では、目標値の達成の有無にかかわらず、８年間の

計画期間における事業成果と、目標値を達成した、もしくは達成しなかった要因

分析を行っている。 

「めざすべき都市の状態」（都市ビジョン）における個別指標の増減について

は、基本構想における成果指標として設定したものであることから、市民の行動

や企業活動に起因するものもあり、行政活動だけでは実現できない要素がある。

加えて、目標値を達成した指標、達成しなかった指標のいずれも、社会経済情勢

の動向など、外部環境に左右されたことも要因のひとつとして考えられる。 

その最も大きかった要因としては、2020（令和２）年から 2023（令和５）年

にかけて流行した新型コロナウイルス感染症の影響であり、行動制限に伴う社

会活動（行政活動を含む）の大幅な縮小、社会全体の交流機会の喪失、経済活動

の停滞、市民の意識及び行動の変容等によるものが挙げられる。 

このことから、2023（令和５）年５月８日には、新型コロナウイルス感染症の

感染症法上の位置付けが「５類感染症」に移行したことで、社会活動もコロナ禍

前の状況に回復してきており、市民や企業の活動に関連した指標についても、実

績値が再び増加傾向に転じたものもいくつかある。 

一方で、８年間を通して、指標が 2015（平成 27）年度現状値から継続して減

少傾向を示しているものや、横ばいで変化がないものも見受けられ、意識的に行

動に移してもらうための啓発活動の量・質も要因のひとつとして考えられる。 

本市では初めて基本構想に具体的な取組目標を設定し、総合計画の適切な進

行管理を目指したが、結果的に社会情勢による影響等を受けて、成果指標の実績

値が大きく増減する結果となり、成果指標や目標水準の妥当性、基本構想と行政

経営計画である基本計画との関係性の強化などの課題が残ったため、次期総合

計画の鈴鹿市総合計画２０３１では、更に進行管理の精度の向上を目指してい

かなければならない。 
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（６）行政経営システムの効率化に向けた取組結果 

総合計画２０２３では、基本構想と基本計画に成果指標を設定し、実行計画に

位置付ける事業と連動する３層構造の一体的な行政評価体系とした。これに基

づき、毎年度、事務事業の実施結果をもとに施策の達成度を検証し、次年度の施

策の内容や手法の点検、見直しを行ってきた。 

さらに、年間を通して全庁的な政策協議（シーズンレビュー）を実施すること

で、基本構想の達成度を確認の上、単位施策及び実行計画に対する行政評価結果

をもとに、事業等の実施手法の検証、見直しを行うプロセスを導入した。 

このように総合計画全体のＰＤＣＡサイクルをまわすことにより、総合計画

と行政評価・財政運営・行財政改革・人事評価等の各種行政経営システムを連動

的に機能させるトータルマネジメントシステム（仕組み）の構築に取り組み、こ

のシステム（仕組み）を階層別の職員研修などで庁内に周知し、職員の意識向上、

理解の浸透を図ることで事業の実効性の向上に努め、基本構想（将来都市像）の

実現を目指した。 

同時に、総合計画２０２３を中心として、すべての分野の個別の計画において、

総合計画との整合性を図るために、「計画体系の総合化指針」を策定し、個別分

野における施策の取組方針や内容、目標、計画期間等を、総合計画と整合させ、

総合計画の実効性を高めることに取り組んだ。 

結果として、「総合計画が市の最上位計画としての役割を果たしていると感じ

る」と回答した職員の割合は 53.6％（2015年度）から 63％（2023年度）に増加

したほか、同じく行政評価に対する意識は 32.6％から 54.1％へ、行財政改革に

対する意識は 28.6％から 50.0％へ、財政運営に対する意識は 28.4％から 48.3％

へ、人事評価等に対する意識は 28.4％から 39.3％へと高まり、総合計画を中心

としたトータルマネジメントシステムへの意識は大きく向上した。 

今後は、行政需要が高まる一方で、財源の確保が難しくなっていることから、

より効率的な行政経営を実現する必要があり、メリハリのある行政評価制度の

構築など、政策を効果的に推進していくためのトータルマネジメントシステム

の精度向上を図る必要があり、職員に対しても更なる理解の浸透を図る必要が

ある。 

 

（７）協働によるまちづくりの推進に向けた取組結果 

総合計画２０２３前期基本計画の期間においては、従来から行われてきた市

民によるまちづくりの取組を更に促進するほか、地域づくり組織が主体となっ
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て取り組む地域づくりを推進するために、地域づくり協議会の設置に向け、地域

づくり支援職員による支援を行った。 

2019（平成 31）年３月には、鈴鹿市まちづくり基本条例に掲げる「住みよい

まちをつくっていくこと」の実現のために、鈴鹿市地域づくり協議会条例を制定

し、地域づくり協議会を行政との対等な協働のパートナーとして、位置づけてい

る。 

さらに、後期基本計画期間においては、地域づくり一括交付金などの各種支援

制度により、各地域づくり協議会の活動を支援することで、市民と行政における

協働の仕組みを強化し、市民力の向上を図り、将来都市像の実現に向けて、協働

のまちづくりを推進した。その結果、2021（令和３）年には、市内全地域で、28

の地域づくり協議会が設立され、地域計画に基づき、各地域で地域づくりのため

の活動を行っている。 

現在も、各協議会では、地域が抱える課題の解決や地域を活性化する取組を掲

げた地域計画に基づき、「健康づくり及び地域福祉の増進に関する事業」、「安全

かつ安心な生活環境づくりに関する事業」、「子どもの健全育成に関する事業」な

どを実施し、住みよい地域社会の実現に向けて取組を進めている。 

また、協働によるまちづくりの推進のため、市民と行政との協働のみならず、

それぞれの主体同士の協働も促進するため、鈴鹿市地域づくり協議会代表者会

議を設置し、「地域と行政」だけでなく、「地域と地域」の取組連携や協議促進に

つなげるとともに、2022（令和４）年度からは、「つながろう鈴鹿ネットワーク」

の開催を通じ、まちづくり活動団体のつながり合う場を提供している。 

このように、計画期間の８年間では、基本構想に掲げた市民力の向上に向けて、

地域づくり協議会の活動をはじめとした市民のまちづくり活動の活性化を支援

することで、持続可能なまちづくりにつなげていくための住民主体による地域

づくりの基盤となる仕組みの構築が進んだ。 
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３ 基本計画・実行計画の検証 

（１） 内部評価の実施結果について 

「総合計画２０２３」や「鈴鹿市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の着

実な推進のための進捗管理を行うため、単位施策と実行計画を対象に内部評

価（行政評価）を実施してきた。 

2016年度から 2019年度までの前期基本計画期間では、最終年度である４

年目に目標値を設定し、１～３年目までは最終目標達成に向けた施策の進捗

を評価した。2020 年度から 2023 年度までの後期基本計画期間については、

更に各年度にも目標値を設定し、年度毎の達成状況を評価した。 

前期基本計画期間及び、後期基本計画期間における単位施策の成果指標

の達成率と実行計画の手段の妥当性評価は次のとおりとなった。 

ア 単位施策の成果指標実績値測定結果 

 

イ 実行計画の手段の妥当性評価 

（％） 

前期基本計画期間 後期基本計画期間 

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

妥当である 83  83  83  81  87  87  87  87  

概ね妥当である 12  12  11  13  9  9  8  8  

あまり妥当でない 1  1  1  1  0  0  0  0  

妥当でない 0  0  1  1  0  0  0  0  

法定受託事務 4  4  4  5  4  4  5  5  

※表示単位未満を四捨五入しているため、積み上げが合わない場合がある。 

  

2016 2017 2018 (％) 2019 2020 2021 2022 2023

4

順調である

概ね順調である

あまり順調でない

26

44

27

順調でない

21

58

19

2 3

60

1

達成

未達成

未測定

32

68

0

後期基本計画期間前期基本計画期間

（％）

42

57

20

59

17

1

38

63

0

45

49

6

39
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（２） 外部評価の実施結果について 

「総合計画２０２３」と「鈴鹿市まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、

内容の整合を図るため、総合計画の単位施策を総合戦略の基本的方向の具体

的な内容とし、それぞれ成果を図るものとして、総合計画の単位施策の成果

指標を総合戦略の重要業績評価指標（ＫＰＩ）としている。 

このように総合計画と施策を同じくする総合戦略の外部評価（鈴鹿市地

方創生会議）における委員の主な意見は次のとおりになる。 

・人口減少が加速しているため、人口維持のための様々な施策や政策展開を

期待する。 

・設定しているＫＰＩ（単位施策の成果指標）全体について、目標値は現実

を見据えた上で設定した方が良い。 

・ＫＰＩ（単位施策の成果指標）について、外部環境に影響される指標が多

いため、行政側の取組でコントロールできる指標の設定を考えた方が良い。 

 

（３） 基本計画・実行計画の分析 

「総合計画２０２３」や「鈴鹿市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の着

実な推進のための進捗管理を行うため、単位施策と実行計画を対象に内部評

価（行政評価）を実施してきた。 

第２層である基本計画の単位施策に設定している成果指標は、前期基本計

画期間では、１～３年目の進捗評価において、「順調である」または「概ね

順調である」と評価した割合が、全体の 70～79％となっている一方で、最終

年度の目標達成状況は 32％と大きな差が出ており、施策の進捗に対する判

断と実際の結果に乖離が見られた。後期基本計画期間では、各年度の目標達

成率が全体の 38～45％となっており、過半数を下回る結果となった。 

第２層の行政評価では、課題・懸案事項を洗い出し、具体的な手段である

構成実行計画の見直しを検討し、改善に努めてきたが成果指標の目標値達成

につなげることが十分にできなかった。今後、行政評価の実効性を高めるた

めに、評価内容や、成果指標の設定及び目標値の妥当性などの実施手法の見

直しを検討する必要がある。 

第３層の実行計画は、第２層の単位施策を実現するための具体的な手段や

手法を示したもので、実行計画の活動指標が単位施策の成果指標に結び付い

ていることから、実行計画が手段として妥当であるかという評価を行った。

計画期間８年間の結果は、「妥当である」または「概ね妥当である」と評価

した割合が全体の 94～96％と、高い割合を占めている。 
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また、第３層の行政評価では、活動指標や投入資源（決算額・従事職員数）

等の実績を基に、行財政改革の４つの視点※1で検証し、効率性の向上に取

り組んできた。事務事業（実行計画）によっては、公債費や返還金等の固定

的な経費を支出するようなものもあり、行財政改革の４つ視点で検証するこ

とが難しいものがある。そのため、すべての事務事業を一律に検証するので

はなく、より効率的かつ効果的な行政評価の実施方法を検討する必要がある。 

 

※1 行政財政改革の４つの視点 

①「人材育成・意識改革」の視点、②「役割分担の見直し」の視点、 

③「やり方・進め方の見直し」の視点、④「歳入確保・歳出削減」の視点 
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４ まとめ 

（１） 総合計画２０２３の成果と課題 

総合計画２０２３の計画期間では、策定時に想定していなかった新型コロ

ナウイルス感染症の流行が、市民の行動意識や社会活動に大きな変化をもた

らした。審議会などの会議や窓口における申請など、これまで基本的に対面

で行っていたことが、オンラインに変わるなどの変化がもたらされた。また、

働き方においても、職場に出勤しない在宅勤務（テレワーク）が広がり、二

地域居住やワーケーションなど働き方改革にも拍車がかかる結果となった。 

このような状況の中、全体指標「鈴鹿市に住み続けたいと思う市民の割合」

について、８年間の実績値をみると、84.2％から 88.0％の間で増減を繰り返

し、最終的には現状値を下回ったものの、経年による向上及び低下の大きな

傾向は見られず、指標を目標値に近い水準で維持できたことは、一定の成果

と考える。 

また、個別指標における「将来都市像を支えるまちづくりの柱」ごとの主

な成果をまとめると、「大切な命と暮らしを守るまち すずか」では、地域

づくり協議会等における地区防災計画や避難所運営マニュアルの作成支援

を行うことで計画やマニュアルの整備が進むなど、市民主体の自主的な防災

活動の取組が進んだ。そのほか、駅や駅周辺自転車駐車場への防犯カメラの

設置や自治会へのＬＥＤ防犯灯貸与事業などを実施し、街頭犯罪の抑止につ

ながるなど、安全・安心なまちづくりも進んだ。 

「子どもの未来を創り 豊かな文化を育むまち すずか」では、子育て支

援センターりんりんのリニューアルオープンや５歳児健診の取組を推進す

るなど、子育てに係る相談支援体制を強化することで、安心して子どもを産

み育てることができる環境が充実した。教育分野では、ＧＩＧＡスクール構

想の整備を行ったことで、１人１台端末を活用したオンライン授業ができる

ようになり、コロナ禍の学習への影響を抑えるとともに、授業改善と業務効

率化にもつながった。また、全小中学校の普通教室等への空調整備をはじめ、

トイレ洋式化の推進など教育環境が充実した。 

「みんなが輝き 健康で笑顔があふれるまち すずか」では、認知症の相

談支援や認知症サポーターの養成、認知症カフェの設置などに取り組み、「認

知症フレンドリーシティ鈴鹿」を宣言して協働の仕組みづくりが進んだほか、

子ども医療費の拡充や医療健康相談ダイヤルの実施など、誰もが安心して医

療を受けることのできる体制が充実した。また、新型コロナウイルス感染症

の流行下においても、ワクチン接種体制を適切に構築し、接種事業を計画的・

効果的に進めることができ、市内基幹病院や鈴鹿市医師会などの医療関係者
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等との連携体制も強化された。 

「自然と共生し 快適な生活環境をつくるまち すずか」では、カーボン

ニュートラル社会の実現に向け「鈴鹿市ゼロカーボンシティ」を宣言し、地

域新電力会社の設立、運用を開始するなど、エネルギー資源の利用促進を図

った。また、道路事業では、幹線道路の整備推進に取り組み、汲川原橋徳田

線１期事業が完了したことで交通利便性の向上が図られたほか、国・県の事

業においては中勢バイパスが全線開通したことで、地域内外への移動の円滑

化が図られた。公共交通では、本市にふさわしい公共交通体系を構築するこ

とを目的に「鈴鹿市地域公共交通計画」を策定し、鉄道駅のバリアフリー化

を進め、交通結節点の利便性向上が図られた。また、新型コロナウイルス感

染症流行下においても、公共交通機関を支援することで、地域公共交通ネッ

トワークの維持につなげられた。 

「活力ある産業が育ち にぎわいと交流が生まれるまち すずか」では、

地元土地区画整理組合が鈴鹿椿工業団地の整備を行ったことで、産業支援制

度の紹介など積極的な企業誘致活動を行うことができた。また、地元のモノ・

コトを発信する領域としてふるさと納税制度を活用することで、地域に経済

効果を生むとともに、交流機会の拡大が進んだ。 

「自治体経営の柱」においては、まず、「市民力の向上」に関しては、８年

間で、地域の課題解決に向けて自発的に取り組まれている市民の割合が向上

し、地域課題の解決に取り組む様々な個人や団体を繋ぐネットワーク組織で

ある地域づくり協議会が市内全地区に設立されたことで、地域の課題解決に

向けた取組が活性化することにつながっている。「行政力の向上」に関して

は、トータルマネジメントシステムの構築に取り組んだことで、職員のマネ

ジメントに対する意識は一定程度向上した。 

なお、個別指標のうち「主に利用する日常の移動手段を使って目的地へ思

い通り移動できますか」という問いに対して、「思い通りに移動できないこ

ともよくある」、「思い通りに移動できない」と回答した市民及び、「都市基

盤が整備され、生活しやすいまちになっていると感じますか」という問いに

対して、「あまり感じない」、「感じない」と回答した市民は、その他の個別

指標と比較して市外への転居を希望している割合が高い傾向にある。そのた

め、移動手段の確保や都市基盤の整備などが、今後、集中して改善すべき政

策課題の一つであると考えられる。 

最後に、本市では、総人口の減少は比較的緩やかではあるものの、老年人

口（65歳以上の人口）の増加に対し、年少人口（0歳から 15歳未満の人口）

及び生産年齢人口（15歳以上 65歳未満の人口）の継続的な減少が顕著にな
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りつつある。 

その結果、計画期間終了時点の 2023（令和５）年度末では、総人口は

195,016人となっており、計画開始前の 2015（平成 27）年度末の 200,277人

から、８年間で約 5,000人減少する結果となっている。特に 2021（令和３）

年度以降は、１年間で約 1,000人のペースで人口減少が進んでいるなど、人

口減少対策が喫緊の課題となっている。 

このように本市においても、人口減少・少子高齢化が加速しており、人口

減少社会に適応するためには、今まで以上に、女性やシニア世代、外国人の

活躍促進のための取組などが不可欠になる。 

また、人口減少が更に進まないように、人口減少を抑止する対策も必要と

なる。社会情勢の変化を的確に捉え、迅速な対応を行うとともに、行政だけ

でなく、民間企業や市民等の様々な主体と協力して効果的な取組を実施して

いく必要がある。 

さらに、少子高齢化に伴う人口減少の加速に加えて、今後は、頻発・激甚

化する自然災害や、不透明な社会経済情勢の動向など、本市を取り巻く環境

は一段と厳しさを増すことが予想される。 

このことから、子育て世代を含めた若い年代をはじめ、多くの方が本市に

「住み続けたい」、または市外へ転居したとしても「もう一度戻りたい」と

感じられるよう、医療提供体制の維持・充実、移動手段の確保、道路などの

インフラの維持・整備、企業誘致雇用施策や子育て支援策等の充実を図ると

ともに、それらの情報発信を更に推進する必要がある。 

そのために、デジタル技術を活用し、暮らしをより良いものへと変革する 

「ＤＸ」の推進や、持続可能な開発目標である「ＳＤＧｓ」の達成に向けた

取組等、新たな時代の潮流を捉え、市政を推進し、「住み続けたい」と思う

市民が、引き続き「住み続けたい」と感じるような誰もが暮らしやすいまち

づくりを行う必要がある。 
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（２） 鈴鹿市総合計画２０３１の推進に向けて 

前述した課題を踏まえ、総合計画２０２３の計画の期間の終了に伴い、

2024（令和６）年度から 2031（令和 13）年度までを計画期間とした「鈴鹿

市総合計画２０３１」を策定し、その中で、将来都市像を「ひとがつながり 

ＤＸで未来を拓く ＃最高に住みやすいまち鈴鹿」としている。 

「鈴鹿市総合計画２０３１」においては、「人口減少抑止策」、「人口減少

社会適応策」、「ＤＸの推進」及び「ＳＤＧｓ」の関連性を明確にしており、

今後、これらの取組の推進を図る。また、主要な事業や、定住人口・交流人

口・関係人口の拡大につながる効果的な事業をパッケージ化して、「プロジ

ェクト事業」として示すことで、戦略的なシティプロモーションを展開して

いく。特に、「ＤＸの推進」では、民間の外部人材も活用し、効果的な取組を

進めていく。 

基本構想では、市民や多様なまちづくりの主体との共通目標となる「みん

なの目標（分野別指標）」を設定した。今後、「みんなの目標」の実現に向け、

「市民力」の向上を支援するとともに、「協働」のまちづくりを推進するこ

とで、「最高に住みやすいまち」の実現を図り、「住みたい」、「いつまでも住

み続けたい」まちにつなげていく。 

さらに、「鈴鹿市総合計画２０３１」では、総合計画２０２３の課題を解

消できるように、行政評価・政策協議（シーズンレビュー）・実行計画及び

予算の編成・組織改革等を効果的に連動させ、成果指標の向上を目指す「ト

ータルマネジメントシステム」の見直しを行う。総合計画の進行管理の精度

を高めながら、「行政力」の向上に取り組むことで、基本施策における成果

指標の目標を達成し、基本構想（将来都市像）の実現につなげていく。 
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